
令和4年4月5日

資源エネルギー庁　省エネルギー・新エネルギー部　新エネルギーシステム課

（採択事業者）

事業者名 法人番号 提案価格

一般社団法人環境共創イニシアチブ 1010005016502 125,000千円

（提案事業者名）

①一般社団法人環境共創イニシアチブ

（審査委員属性）

民間企業コンサルタント

学識有識者

民間企業コンサルタント

学識有識者

研究機関職員

民間企業コンサルタント

（採点結果）

提案事業者名 委員A 委員B 委員C 委員D 委員E 委員F 合計

一般社団法人環境共創イニシアチブ 34 35 26 33 26 33 187

（評価コメント）

提案事業者名

一般社団法人環境共創イニシアチブ

公募審査（採択）結果の公表

・資源エネルギー庁の求める事業目的の趣旨を十分に理解し合致した内容か。

・事業内容が事業目的と整合しているか。

・事業内容が具体的かつ詳細か。

・方法が実現可能なものか。

・事業全体の企画及び立案並びに根幹に関わる執行管理部分について、委託・外注を

行っていないか。

・業務の実施体制図及び役割が、事業内容と整合しているか。

・要員数、体制、役割分担が明確にされているか。

・事業を遂行可能な人数が確保されているか。

・資源エネルギー庁からの要望等に迅速・柔軟に対応できる体制が備わっているか。

評価項目 一般社団法人環境共創イニシアチブ

28

28

24

令和４年度予算「地域共生型再生可能エネルギー等普及促進事業（導入プラン作成事業）」に係る補助事業者（執行団体）の採択結果

コメント

・再生可能エネルギー推進、レジリエンス、事業性のある自立的な事業という国の求める地域マイクログリッドに関する目的を理解し、また、これまでの類似した業務での経験を生かした現実的

な内容になっている。

・環境省の所管する地球温暖化対策推進法による再エネポジティブゾーニング施策とも整合的になっており、地方自治体の立場から運用しやすい仕組みになっていると思われる。

・申請者は、これまで多くのエネルギー分野における補助金執行の業務実績を有し、事業内容、実施体制、管理体制ともに補助事業者として足るものであると考える。

・事業内容が事業目的と整合しており具体的で実現可能である。

・成果報告会の実施や導入プラン作成検討事業者との面談等の事業を、より効果的にしようとする工夫が見られることは評価できる。一方で、これらの工夫が事業目的等に合致しより一層の成果

を上げられるように、資源エネルギー庁と十分な協議を行って欲しい。

・他の補助事業も実施しているようであれば、「業務の過度の集中」や「労務費及び事務所維持費、賃借料等の重複計上」等について注意する必要がある。

28

27

24

28

・事業遂行のための経営基盤を有していると判断できるか。

・管理体制について優れているか。

・スケジュールに妥当性があるか。

・適切に実行できる根拠等が示されているか。

・実証が滞りなく行われ適切な評価ができる内容になっているか。

・中間報告を求めるなど、間接補助事業者を適切に管理するスケジュールとなってい

    るか。

合計 187

・必要となる経費、費目を過不足なく考慮し、コストパフォーマンスに優れた積算が行

われてるか。

・エネルギー分野に関わらず、補助金執行の業務実績があるか。


